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【審査付き論文B (一般投稿論文)]
東京都市区町村の環境特性
ークラスタ分析による測定の試み-
1.目的
2.方法
3.結果と考察
4.結語
花岡晋平*
要約
平成14年、東京都は、環境問題の深刻化と都民の環境意識の高まりに応じて、新しい
「環境基本計画」を策定した。これは、それぞれの地域の特性を踏まえ、地域別に主な環境
配慮事項を示すことで、より効果的な環境政策を行おうという考えから考案されている。
しかし、そこで環境政策立案の前提となるエリア・コンセプトの各々は、効果的な環境政
策を立案するためのものとして必ずしも最適であるわけではない。そのため本稿では、ど
のような広域エリア区分が最適であるのかを、既存データの分析を通して考察し、現行の
エリア区分に若干の指摘を行った。
1 .目的
環境問題の深刻化と都民の環境意識の高まりに
応じて、平成14年に、東京都は新しい「環境基
本計画」を策定している。この中で東京都は、環
境の確保に関する配慮の指針を、①基本指針、②
地形別配慮の指針、③地域別配慮の指針、④土地
利用別配慮の指針、という形で定めている(東京
都2002a)。
これら 4つの指針の内、三番目の③地域別配慮
の指針は、石原都政の将来構想を示す「東京構想
2000J (東京都2000a)で初めて公表された9つの
エリア(図1参照)に基づいており、エリアごと
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に、具体的な環境確保への指針が示されている。
これは、それぞれの地域の特性を踏まえ、地域別
に主な環境配慮事項を示せば、より効果的な環境
政策を行うことが可能であるという考えから考案
されている。しかし、そこで定められたエリア・
コンセプトの各々は、例えばこれら 9つのエリア
分類の内のひとつ「センター・コア・エリア」で
あれば、『日本の政治・経済・文化を牽(けん)引
する原動力たる「首都心H というように、どち
らかというと主として文化・経済的な特性から構
想されているため、効果的な環境政策を立案する
前提条件として必ずしも最適なものであるとはい
えない。東京都が環境政策の実効性と効果をより
高めるために、現行のエリア・コンセプトに代わ
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る分類を再設定することには、政策上重要な意義
があるといえる。
以上のような考えから、本稿では、環境政策に
特化して考える場合にどのような広域エリア区分
が最適であるのかを、既存データを分析すること
を通して考察する。具体的には、平成13年4月1
日、東京都が施行した「都民の健康と安全を確保
する環境に関する条例J(略称「環境確保条例J) 
が管理対象とする工場・指定作業所の地域分布を、
複数の産業種類別に分析することで、環境政策に
最適な広域行政エリアのあり方を考える。
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図1 東京都『東京構想2000]の9つのエリア分類
(東京都2000a目 102)
2.方法
2. 1 分析手続
東京都は、従来の東京都公害防止条例を全面改
定し、新たに平成 13年、「環境確保条例」を施行
している(東京都2000b;2000c;2000d)。
この条例の目的は、①都民の健康を守ること、
②都民の安全な生活環境を確保すること、③都民
の将来世代への安全な環境を継承すること、以上
三点にある。また、この条例では、特に工場公害
対策として、工場や指定作業場などの固定発生源
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図2 工場・指定作業所の設置数(東京都2000c
18-9のデータより筆者作成)
から発生する大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒
音、振動、地盤沈下、悪臭などの公害を防止する
ため、工場・指定作業所の設置認可・届出や基準
による規制などを行うことが定められている。
この条例の対象となる工場・指定工場は次のと
おりである。 (1)定格出力の合計が 2.2kw以上の
原動機を使用する物品の製造、加工又は作業を常
時行う工場、 (2)定格出力の合計が 0.75kw以上
2.2kw未満の原動機を使用する物品の製造、加工
又は作業で次に掲げるものを常時行う工場(条文
では 14種類の産業が列記されている)、 (3)次に
掲げる物品の製造、加工又は作業を常時行う工場
(同じく 43種類が具体的に列記されている)、 (4)
指定作業所(収容能力 20台以上の自動車駐車場、
ガソリンスタンド、汚泥や汚水を処理する施設を
有する事業所など。具体的に 31種類が具体的に
列記されている)である。
さらに、これら条例で定められた工場と指定作
業所を設置しようとする事業者は、①知事への認
可の申請義務づけ、②ばい煙、粉じん、有毒ガス、
汚水、騒音、振動又は悪臭の規制基準の遵守を義
務づけられる。知事の認可を受けずに工場を設霞
した者や規制基準に違反して知事の改善命令にも
従わない者に対しては、 1年以下の懲役又は 50万
円以下の罰金、認可の取り消し、工業用水の供給
停止、氏名の公表などの罰則を課されることにな
る。
本分析の方法は、この「環境確保条例」で管理
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対象となっている工場・指定作業所の産業分類別
の地域分布を明らかにすることで、各市区町村に
おいて工場・指定作業所が与えている環境負荷の
特性を明らかにするというものである。
しかしながら、現時点 (2002年6月)において、
東京都は、「環境確保条例」の対象となる工場・
指定作業所に関して、本稿の分析に必要とされる
データを残念ながら完全には公開していない。現
在、東京都が公開しているのは、環境確保条例で
規定する工場・指定作業所の市区町村ごとの数だ
けである(図 1参照)。そのため、本稿の分析で
必要となる、例えば、墾田区や八王子市といった
地域における、金属加工業あるいは石油工業と
いったような産業の種類別の工場・指定作業所の
数は、公開データからはうかがい知ることができ
ないのだ。
したがって本分析では、平成11年度「事業
所・企業統計J(以下、「事業所統計J)のデータ
を利用し、「確保条例」が対象とする工場・指定
作業所に関する情報を収集することにした。
なお「事業所統計Jとは、国の事業所や企業の
実態を明らかにするために行われる国の統計調査
である。この統計は、物やサービスの生産活動が
行われる基本的単位であり、産業活動の母体とな
る全国すべての事業所を漏れなく把握して調査す
ることにより、日本国内の産業構造や事業活動の
実態、を明らかにすることが目指されている。全国
すべての事業所を対象として、名称及び電話番号、
所在地、経営組織、本所・支所の別、開設時期、
従業者数、事業の種類など基本的な属性を調査し
ている。
ただし、ここでひとつ問題がある。というのは、
この「事業所統計Jの産業分類は、「環境確保条
例」が採用する、上記したとおりの発動機のエネ
ルギー量に基づいた分類ではないため、実際に分
析に直接用いることにはできないのだ。したがっ
て事前に、‘環境に負荷をかけうる工場・作業所
の産業別地域分布を解析する'という本稿の目的
を逸脱しない範囲で、両方のデータを何らかの形
で対応させる必要がある。本稿では次のような形
で、両者を対応させることにした。
まず、「環境確保条例」の上記(1)定格出力の合
計が2.2kw以上の原動機を使用する物品の製造、
加工又は作業を常時行う工場、という条項で対象
となる工場・指定作業所であるが、これに関して
は、条文中の「物品の製造、加工又は作業を常時
行う工場j という文言を重視し、「事業所統計」
において産業大分類“製造業"に属している、
各々産業中分類の従業員数を対応させることにし
た。つぎに条例の上記(2)(3) (4)で対象となる工
場・指定作業所であるが、こちらの方は、上記
(1)と異なり、条例別表で具体的に業種が指定さ
れているため、可能な限り事業所統計の各産業中
分類から対応する事項を選択し、分析に用いるこ
とにした。
なお本分析では、①工場規模と従業員数が正の
相関を持ち、②工場規模が大きいほど環境負荷の
度合いが高い、という前提で、従業者数をデータ
に分析を行っている。「環境確保条例」の工場・
指定作業所数を、「事業所統計」の事業所数では
なく、従業員数で対応させたのは、分析データと
して事業所数を用いた場合、全く規模が異なる零
細・小工場と大工場とが、同じ lつの事業所とし
てカウントされてしまうことを避けるためである。
最終的に分析に投入された変数は、東京都の
各市区町村別(ただし島艇部は除く)に集計され
た以下の合計26の産業中分類の従業員数である
(括弧内は各々 の略称)。
1.繊維工業(繊維工)、 2‘木材・木製品製造業
(木材木)、 3.パルプ・紙・紙加工品製造業(パル
プ)、 4.出版・印刷・同関連産業(出版印)、 5.
石油製品・石炭製品製造業(石油製)、 6.プラス
チック製品製造業(プラス)、 7.ゴム製品製造業
(ゴム製)、 8.窯業・土石製品製造業(窯業士)、
9.鉄鋼業(鉄鋼業)、 10.非鉄金属製造業(非鉄
金)、 11.金属製品製造業(金属製)、 12.道路旅
客運送業(道路旅)、 13.道路貨物運送業(道路
貨)、 14.駐車場業(駐車場)、 15.廃棄物処理業
(廃棄物)、 16.食料品製造業(食料品)、 17.飲
料・たばこ・飼料製造業(飲料た)、 18.衣類・
その他の繊維製品製造業(衣類そ)、 19.家具・
装備品製造業(家具装)、 20.化学工業(化学工)、
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21.なめし革・同製品・毛皮製造業(なめし)、
22.一般機械器具製造業(一般機)、 23.電気機
械器具製造業(電子機)、 24.輸送用機械器具製
造業(輸送用)、 25.精密機械器具製造業(精密
機)、 26.武器製造業(武器製)。
2. 2 クラスタ分析について
本分析では、クラスタ分析を用いている。これ
は、変数問(ケース間)の距離をもとに、変数
(ケース)の分類を行うための手法であり、具体
的な手順は次のようなものだ。
まず①個体聞の距離、およびクラスタ聞の距離
(類似度)を定義する。そして、②すべての個体
聞の距離(または類似度)を計算する。③もっと
も距離が短いもの(またはもっとも類似度の高い
もの)を併合して一つのクラスタとする。④今
作ったクラスタを新しい個体とみなして、すべて
の個体聞の距離(または類似度)を計算する。実
際には、新しく作られたクラスタと、残りの個体
との間の距離(または類似度)を再計算するだけ
でよい。⑤以下同様にクラスタへの併合を進め、
すべてが一つのクラスタに含まれるところで終え
る。なお本分析では、二つのデータが似ているか
どうかを判断するための距離を測る方法として
ユークリッド距離を使用し、それをクラスタ化し
ていく方式としてはWARD法を用いている。
分析にはSPSS統計パッケージを使用した。
3. 結果と考察
クラスタ化の過程はデンドログラムにより確認
できる。そこでは、デンドログラムの上部もしく
は下部に現れる距離をあらわした線がクラスタ間
の相対的な距離を示しており、その相対的距離が
近ければ近いほどクラスタ問、あるいはクラスタ
内の個体どうしは類似性が高いことになる。
デンドログラムに表れているクラスタをもとに、
東京都下の各市区町村を、東京都環境確保条例の
対象とされている各工場・作業所の種類ごとに、
第一~八までのクラスタに分類した。それを社会
地図にして視覚的に表現すると図3のとおり表現
される。
一般にクラスタ分析では、各クラスタの特徴を
捕まえるために、各変数のクラスタごとの平均値
をプロットすることが行われる。これによって、
そのクラスタがどのような変数、すなわち属性に
よって特徴づけられているのかを読み取ることが
出来るからである。各クラスタを構成する変数の
平均値は各々の図のとおりである。なお、分析成
果の解釈のために、各市区町村のコミュニティー
特性を把握する指標(目安)として、平成7年度
国勢調査から、自区内就業者数(平成7年)、商
業商百数(平成7年)、昼夜間人口比(平成7年)、
さらに平成 12年度国勢調査から人口増減率(平
成7'"12年)のデータを必要に応じて導入した。
図3 東京都の環境特性
第一クラスタ(中枢オフィス型環境負荷地域)
第一クラスタには、千代田区のみが含まれる。
非常に集積度が高いオフィス街であることを反映
し各数値ともに高い。皇居を中心とし丸の内、永
田町、霞ヶ関の官庁街を抱えるこの地域には、日
本を代表する大企業のオフィスが集中し、他地区
から通勤する従業者が多いため、昼間人口が夜間
人口を大幅に超過している(昼夜間人口比27.33
倍)。この地域で心配されるのは、主に巨大オ
フィスビルの熱廃棄による大気温度の上昇(ヒー
トアイランド現象)や、そこから排出される大量
のペーパーなどの廃棄物の問題である。また域内
は「印刷・出版業」の数も非常に多く、実態調査
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を行った上で個別の対応が必要か検討する価値が 第二クラスタ(中心オフィス型環境負荷地域)
ある。なお東京都は、年々悪化する自動車公害に 第二クラスタには中央区、文京区、新宿区が属
対応するため、域内にロード・プライシング制度 す。特色は、第一クラスタと同様に印刷・出版関
の適用を検討中である(東京都2002b)。域内で 連の工場・指定作業所が数多く集まっている点に
生活している自区内従業者 (14013名)は少数に ある。とくに中央区は、出版・印刷関連の割合が
止まるが、神田界隈などを中心に商業商庖数も少 工場数で 81%、製造品出荷額等で 93%と、突出
なくなく (6997庖)、地付きの自営層も一定程度 して多くなっている。また域内の文京区小石川か
存在する。 ら新宿区にかけての地域に、大規模な出版・印刷
図4 第一クラスタの空間配置 図5 第二クラスタの空間配置
表 1 第一クラスタの各平均値 表2 第二クラスタの各平均値
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152 総合都市研究第78号 2002
関連の中小企業の集積地がある。中でも小石川は
平成元年以降創業の中小企業数が極めて多く活発
な活動を行っており、新産業の環境負荷について
質的調査等を行っておく必要がありそうだ。域内
の各地区は、夜間人口と比較して昼間人口が非常
に多く(昼夜間人口比5.30倍)、第一クラスタと
同様、多くの都民の従業地として機能していると
考えられる。ただし近年は、住居価格低下による
都心への人々の回帰傾向を反映して、域内の人口
増加率が非常に高い点にも注意を喚起したい
(6.13倍)。自区内従業者数は、第一クラスタと比
較すると、かなりの数に上り、生活の場としての
側面を強化しつつある (48355名)。とくに居住
者の回帰傾向が顕著な、市ヶ谷、午込、下落合、
銀座、京橋、日本橋、本郷、八重洲などの地区に
関しては、各々地域の新住民と連携した形での環
境政策を構想する余地がある。
第三クラスタ(湾岸および内陸工業型環境負荷地
盤L
第三クラスタには、八王子市、府中市、港区、
品川区が属す。特色としては「電気機械JI一般
機械」が高い数値を示している。特に品川区と港
区には「電気機械JI一般機械」に加えて、旧来
型の公害問題を生み出してきたと思われる「石油
化学」の工場・指定作業場が数多く立地している。
京浜工業地帯を構成する東京湾岸部の場合、現段
階では、 1970年以降の公害対策により環境状態は
改善されつつあるが、人間身体への影響が十分に
評価されていない新しい化学物質の工場での使用
可能性などを考えると、まだまだ潜在的に各種の
廃棄物や排煙の排出状況の監視ならびに追加的施
策が重要であると考える。特にこの第三クラスタ
の非常に興味深い特徴として、東京都湾岸部の港
区や品川区と、東京都市部の府中市や八王子市が
同じクラスタとして析出された点があげられる。
これは、府中市にT社やS社の大規模な工場を始
めとする多数の工場・作業所が立地し、八王子市
にもH社等の大規模工場や多数の中小企業が立地
していることが大きく反映していると考えられる。
旧来の公害問題の発生源が数多く立地していた湾
岸部だけでなく、今日では東京都内陸部の工業地
帯に関しでも同様に、環境対策上の目配りが必要
であることを示していると考えられる。
なお昼夜間人口比 (2.32倍)、自区内従業者
(79784名)、商業商店数 (4689庖)である。
図6 第三クラスタの空間配置
表3 第三クラスタの各平均値
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第四クラスタ(近郊物流型環境負荷地域)
ここには、北区、台東区、荒川区、豊島区、練
馬区、杉並区、世田谷区、渋谷区が属す。各地域
内で生活する従業者と自営業者の平均 (81914
名)、商業商厨数 (6500庖)、昼夜間人口比(1.40
倍)は、他の地区と比較して高い数値を示してお
り、かなりの数の地付き住民層が居住しているこ
図7 第四クラスタの空間配置
表4 第四クラスタの各平均値
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とがうかがわれる。域内に基幹的な高速道路と各
環状線を持つことを反映し、「道路旅客J["道路貨
物」の事業所数が比較的多い。また大規模な運送
会社や交通会社などの拠点化が進行しており、中
心部工業地区ならびに湾岸部工業地区を補完する
形で物流を担っていると考えられる。そのため基
幹道路周辺の自動車排ガスや騒音による周辺住民
の健康不安が心配される。ただし近年は、東京外
かく環状道路(外環)の開通により環状 7・8号
線の通過交通量が減少し、ある程度生活道路の安
全性が確保されるなどしており、未だ不十分とは
いえ居住の快適性は改善されつつある。台東区千
束と上野・浅草一帯に、戦前から続く伝統的な繊
維雑貨や皮革製品を生産する中小企業の一大集積
地がある。また荒川区日暮里・町屋地区一帯にも、
伝統ある中小企業の集積地があり、それら中小企
業が集積する地区の環境負荷に関しては、個別の
対応が必要かどうか調査・検討を行う余地がある。
第五クラスタ(北東近郊生活型環境負荷地域)
ここには足立区、葛飾区、江戸川区、墨田区、
江東区、板橋区が属する。地域内に基幹的な高速
道路と各環状線を持ち、中心部工業地区ならびに
湾岸部工業地区を補完する形で物流を担っている。
上記第四クラスタと同様、「道路旅客J["道路貨
物」の数値が大きく、大規模な運送会社や交通会
社などの拠点化が進んでいると考えられる。なお
域内は昼夜間人口比がほぼ1倍であり(正確には
0.97倍)、白区内従業者(121059人)と、職住が
隣接した生活の場としても機能していることが予
想される。そのため、ここでも基幹道路周辺の自
動車排ガスや騒音による周辺住民の健康不安が心
配される。現在東京都は、域内の木造住宅密集地
域において、新たな防火地域制度の導入、建替え
支援、さらに荒川沿岸地域などにおいては、道路
など都市基盤施設の整備や、住宅の共同化や不燃
化など住宅市街地の整備を行い、不燃化・耐震化
を進めている。江東区では従業者9人以下の工場
が8割を占め、業種別では、出版・印刷関連、衣
服その他の繊維工業、金属機械、木材・木製品、
窯業・土石等が主要産業となっている。また、森
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下、住吉、大島周辺の30年ほど前の町工場の林立
する町並みは漏酒なマンション街へと変貌を遂げ、
マンションの増加傾向が続いているが、供給の拡
大に行政サービスが追いついていない状況である。
江東区の平成12年のマンション建設数は3799戸で
、
図8 第五クラスタの空間配置
表5 第五クラスタの各平均値
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あり、都内で3000戸を超えたのは江東区だけだっ
た(東京都2001b:106)。墨田区本所・駒形地区
と葛飾区四つ木・堀切地区に、様々な製造業種の
中小企業の集積がみられ、より焦点を絞った調査
と個別の対応が必要かどうか検討の余地がある。
図9 第六クラスタの空間配置
表6 第六クラスタの各平均値
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第六クラスタ(郊外型生活環境負荷地域A)
ここには、目黒区、武蔵野市、三鷹市、調布市、
小平市、稲城市、昭島市、日野市、青梅市、町田
市がふくまれる。他の地域と比較し、人口増加率
が高く(+3.14%)、昼夜間人口比が安定してい
ることから (0.91倍)、どちらかというと都民の
生活ゾーンとして機能していると考えられる。だ
がそれは逆にいうと、生活型環境問題が発生しや
すい地区ということでもあり、したがってより住
民生活に密着した効果的な生活ゴミや生活排水対
策が必要とされている。
第七クラスタ(湾岸重工業型環境負荷地域)
ここには大田区のみが属する。大田区には、
「一般機械JI電気機械JI輸送用機械JI精密機
械JIプラスチックJ業など、旧来型の公害問題
を生み出してきた重厚長大型産業の工場・指定作
業場が立地している。大森地区にある大規模な
「非鉄金属JI金属製造」業の中小企業集積地が大
変著名であるが、分析ではそれほど際立つた値を
示さなかった。ただし大田区の自区内従業者
(193853名)は全クラスタの中で最大数である。
また東京都で最も「武器製造」に分類される産業
の従業者数が多いことも大きな特徴である。その
他の各コミュニティー指標は、昼夜間人口比
(1.02倍)、人口増加率(+1.19%)、商業商倍数
(8919庖)であった。
図10 第七クラスタの空間配置
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表7 第七クラスタの各平均値
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第八クラスタ(郊外生活型環境負荷地域B)
ここには東京都市町村部(第六クラスタ所属を
除く)と中野区が属する。このクラスタの各市区
町村は、地図上では上記の第六クラスタに近い位
置にあるが、それと比較すると、こちらのクラス
タでは全般的に製造業従事者数が非常に少ない。
図 1 第八クラスタの空間配置
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表8 第八クラスタの各平均値
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したがって第六クラスタ同様、生活型環境問題が
発生しやすい地区として、より住民生活に密着し
た効果的な生活ゴミや生活排水対策が必要とされ
ているといえる。域内は、昼夜間人口比 (0.84
倍)、人口増減率(+1.19%)、商業商店数 (874
盾)、自区内従業者 (15094名)である。
4.結語
本分析の成果は、前節で提示した社会地図と考
察の通りである。そこには、千代田区を中心とし
て、同心円的でありながらモザイク状の変化をも
示す、複雑な東京都の環境特性が描き出されてい
る。
本分析の成果と、現行の「環境基本計画」が立
脚する、「東京構想 2000J における広域行政エリ
ア区分の両者を比較した場合、大枠では現行のエ
リア区分は妥当であると考えられるが、何点か修
正を考慮した方がよい部分も存在している。
第一に、東京都の示したエリア分類では、山の
手線内の地域が「センター・コア・エリア」とし
てまとめられているが、この地域には「環境確保
条例」の対象となる工場・作業所が多く、様々な
産業が空間的に棲み分けをしていることを示して
いる。そのため、環境政策の実効性を重視する観
点からは再考されるべきであろう。
第二に、東京都の示したエリア分類では、東京
都市町村部は、単純に東西南北の4エリアに区分
されている。しかし本分析の結果からは、この領
域には、環境負荷が予想される地域と予想されな
い地域とがモザイク状に配置されていることが判
明している。したがって、単純に東西南北という
形で空間的に線引きするよりは、個々の市町村の
環境特性に応じて空間横断的に分類したほうが妥
当であると考えられる。特に八王子市と府中市は、
東京都市町村部の工業都市として特別な配慮をす
る必要があるだろう。
第三に、各々ひとつの独立したクラスタとして
析出されているため、千代田区と大田区の環境政
策は、基本的にその他の市区町村と異なるオリジ
ナルなものであるほうが効果的であると考えられ
る。ひとつの独立したクラスタとして千代田区が
析出された大きな要因は、ここに日本を代表する
企業の本社が数多く立地していることに加えて、
特に突出した数「出版印制」産業が立地している
点にある。また、大田区が析出されたのは、特に
「電気機械」関連の産業が数多く立地しているこ
とが大きい。これら特性に配慮した具体的な政策
構想が必要だろう。
第四に、本分析の枠組みと、現行の東京都「環
境基本計画Jとに共通の問題として、両者が従来
からの市区町村という行政区分を逸脱しない範囲
で、広域的な環境政策を構想しでいる点を指摘し
なければならない。工場や指定作業所の空間配置
は、例えば東京都に行政区を横断する形で鉄道沿
線一帯にひろがっている工場地帯が数多く存在す
ることを考えても、必ずしも行政区画の線引きに
従っていないことは明白である。したがって将来、
可能ならば「事業所統計Iや東京都独自の工場・
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指定作業所に関する統計資料が市区町村単位の集
計でなく、より細分化された行政単位や単位面積
あたりの数に再集計可能な形で公開され役立てら
れるべきだと考える。
現行の行政エリア区分に関しては、総務大臣の
諮問機関である第27次地方制度調査会が平成13
年11月から始まっており、そのテーマのーっと
して道州制や都道府県合併が設定されている。各
地域の環境特性に配慮した行政エリアの再設定は、
財政出動を必要としない環境改善の選択肢のひと
つとして一考の余地があると考える。
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In recent years， the awareness among citizens of Tokyo toward批 irsurrounding areas and the 
environmental issues has been on the rise. According to the increasing needs of a new modified 
environmental policy in the metropolitan areas of To防0，its government has constructed the‘Basic 
Environmental Policy Plan' (Toukyouto-Kan勾Tou-Kihon-keikaku)in 2002， dividing Tokyo into 9 areas 
in order to implement more efficient and effective means to solve the problems under the consideration of 
characteristics in each area. However， the division into 9 areas employed in this plan itself cannot be 
said as appropriate as a premise to the implementation of an environmental policy in Tokyo. Therefore， 
in this essay， 1 discussed an altemative division of areas through the analysis of some existing statistical 
data. In concrete terms， 1 checked out a present location of industrial factories and workshops in Tokyo， 
and then analyzed in order to suggest better ideas for the plan to work more effectively. 
